
（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2650

2031 1

（直近）

50.0%

0.30 2,400 0.04 320 0.15 1,170 0.10 780 375.0%

0.30 2,400 0.04 320 0.15 1,170 0.10 780 375.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

212.9%

- 

- 

- 

212.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 700 800 400 600 800

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

保健福祉総合センターを活用し、一般市民が参加しやすい企画の検討によ
り、啓発活動の充実を図る。

一般市民の参加がまだ少なく、啓発効果が少ないため、
一般市民が参加しやすい企画の検討。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

市民の交流の場である保健福祉総合セン
ターを活用（Ｈ２４年度～）し、啓発活動の充
実を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

実行委員会に委託。

参加者（概数）
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 2,900 620 1,320 1,108

その他財源

受益者負担　Ｂ

1,108

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 2,900 620 1,320

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 500 300 150 328

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成２４年度

※見直し内容を記入 規模を縮小し、開催場所を市民文化会館から保健福祉総合センターに変更

実施根拠

「障害者週間」記念市民のつどい事業

事業の対象 【誰（何）を】 障がい者（児）及び市民他

※根拠となる法令の条項までを記入

事業の目的 【どのような結果を得るか】
障害者基本法に規定されている「障害者週間」12月3日～9日を記念し、障がい者の社会参加の促進と市民に幅広
く障がい者に対する理解を深めてもらうため実施する。

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 障がい者団体を中心とする実行委員会で企画と実施。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 「障害者週間」記念市民のつどい事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2655

2031 2

（直近）

100.2%

0.42 3,360 0.15 1,200 0.20 1,560 0.10 780 133.3%

0.42 3,360 0.15 1,200 0.20 1,560 0.10 780 133.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

111.1%

121.8%

- 

- 

106.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 17 16 16 16 18

（2） 人 769 621 706 800 900

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

社会参加の促進を進めるため、国府の補助対象である間は継続。
社会参加の促進を進めるため、国府の補助対象である
間は継続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

団体に加入していない人も、参加しやすい事
業展開が必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

障がい者団体等に委託して実施している。

事業数

参加者

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 4,583 2,358 2,521 1,691

その他財源

1,180

受益者負担　Ｂ

2,871

財

源

国・府支出金 1,167 922 1,123

  支  出  合  計　Ａ 5,750 3,280 3,644

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,390 2,080 2,084 2,091

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者社会参加促進事業

事業の対象 【誰（何）を】 障がい者（児）

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の自立と社会参加の促進を図る。

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
障がい者福祉団体、ボランティア団体等に事業を委託することにより、ノーマライゼーション（障害のある人も家庭や
地域で通常の生活ができるようにする社会づくり）の実現に向けて、障害者のニーズに応じた事業を実施する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者社会参加促進事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2645

2031 3

（直近）

95.4%

0.22 1,760 0.10 800 0.15 1,170 0.05 390 150.0%

0.22 1,760 0.10 800 0.15 1,170 0.05 390 150.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

110.3%

- 

- 

- 

110.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 日 243 244 243 244 245

（2） 日 238 241 245 244 245

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（社福）社会福祉協議会への事務局の委託を検討。 社会福祉協議会への事務局の委託を検討中。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

池田市障害者団体連合会の事務職員の賃
金補助を廃止し、事務局の委託を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

池田市障害者団体連合会の事務職員の賃
金補助を廃止し、事務局の委託を検討。

要勤務日数

事務員出勤日数

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 4,684 2,731 3,012 2,242

その他財源

受益者負担　Ｂ

2,242

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 4,684 2,731 3,012

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,924 1,931 1,842 1,852

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者福祉団体補助事業

事業の対象 【誰（何）を】 池田市障害者団体連合会

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市障害者団体育成事業補助金交付要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】
団体の育成を図るとともに、市内の4つの障害者団体と本市が連携しながら障害者福祉の向
上をめざす。

実施期間   （平成９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 池田市障害者団体連合会の事務職員の賃金を補助をする

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者福祉団体補助事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2651

2031 5

（直近）

288.2%

0.14 1,120 0.10 800 0.20 1,560 0.10 780 200.0%

0.14 1,120 0.10 800 0.20 1,560 0.10 780 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

204.7%

- 

- 

- 

204.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 2 1 3 2 2

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

部会の活動の充実を図り、地域の課題等を抽出し、障がい者施策へ繋げ
る。

定期的な開催を実施し、障がい者施策の進捗を確認し
ていく。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

組織の運営の充実を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

事務局の委託。

開催回数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 1,297 893 1,828 782

その他財源

受益者負担　Ｂ

782

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 1,297 893 1,828

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 177 93 268 2

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成２４年度

※見直し内容を記入 組織及び運営方法を再構築

実施根拠

地域自立支援協議会推進事業

事業の対象 【誰（何）を】 障がい者（児）

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第８９条の３、池田市地域自立支援協議会規則

事業の目的 【どのような結果を得るか】
障害者自立支援法に基づき、障がい者（児）の地域における自立生活を支えるため、相談支援事業を適切に実施
するとともに、医療・保険・福祉・教育・就労等関係機関のネットワーク構築を推進する。

実施期間   （平成１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 部会を設置し、各部会の課題に対して討議を行う。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 地域自立支援協議会推進事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2525

2032 1

（直近）

78.5%

0.82 6,560 0.48 3,840 0.10 780 0.10 780 20.8%

0.82 6,560 0.48 3,840 0.10 780 0.10 780 20.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

72.5%

78.0%

- 

- 

61.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,418 1,567 1,037 1,044 1,100

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

国の負担金事業であり、現状維持。 国府の補助事業であり、現状維持。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

国庫負担金事業であるため。
※H24年度より一部（障害児福祉手当）が発
達支援課に移行。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

受給人数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 14,263 12,079 7,380 7,419

その他財源

19,915

受益者負担　Ｂ

27,334

財

源

国・府支出金 23,108 25,395 19,800

  支  出  合  計　Ａ 37,371 37,474 27,180

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 30,811 33,634 26,400 26,554

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成２４年度

※見直し内容を記入 障害児福祉手当を発達支援課に移管

実施根拠

特別障害者手当等給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 著しく重度で永続する障がいのため日常において常時介護が必要な在宅の障がい児・者。

※根拠となる法令の条項までを記入 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

事業の目的 【どのような結果を得るか】 重度の障がい者を抱える世帯の経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （平成１９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 ２・５・８・１１月の年4回に分けて手当を支給する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 特別障害者手当等給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3014

2032 1

（直近）

101.1%

0.27 2,160 0.15 1,200 0.20 1,560 0.35 1,890 133.3%

0.27 2,160 0.15 1,200 0.20 1,560 0.15 1,170 133.3%

0 0 0 0.20 720 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

104.8%

101.1%

- 

- 

111.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 470 561 569 590 600

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

障害児福祉手当給付事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

特別障がい者手当等給付事業＜障がい児福祉手当＞

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

常時介護が必要な在宅の重度障がい児（20歳未満）

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間

24 年度

5068

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

8,131

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）(決算）

6032

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

手当額の改定。平成24年4月　14,330円→14,280円

特別児童扶養手当等の支給に関する法律

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

6097 6426

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

4,032

国・府支出金

3,2123,851

受益者負担　Ｂ

障がい児福祉手当を支給する。年4回（５・８・１１・２月）に支給（平成24年4月から月額14,280
円）

在宅の重度障がい児の経済的負担の軽減を図る。

(決算）

10,458

6,759 8,044

25 年度

給付人数は増加傾向にあり、扶助の観点から
必要事業

３　成果の達成状況

選択の
理　由

制度の周知に努める。
在宅の重度障がい児の生活支援のため、いっそうの制度
周知が望まれる。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

申請受付程度の事務であれば可能である
が、本業務のみの委託では非効率的。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

障がい児福祉手当延べ給付人数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

8,568

8,919 9,244 9,691

単位

3,594

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2530

2032 3

（直近）

- 

0.05 400 0.05 400 0.03 234 0.03 234 60.0%

0.05 400 0.05 400 0.03 234 0.03 234 60.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

158.5%

- 

- 

- 

108.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 2 0 2 1 1

（2） 件 2 0 2 1 1

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

府の補助事業であり、現状維持。 府の補助事業であり、現状維持。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

年間に１件程度ではあるが、ニーズがある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

利用実人数

実施件数

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 549 400 434 334

その他財源

100

受益者負担　Ｂ

434

財

源

国・府支出金 148 200

  支  出  合  計　Ａ 697 400 634

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 297 0 400 200

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

重度障害者住宅改造助成事業

事業の対象 【誰（何）を】 重度の身体障がい者及び知的障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市重度障害者（児）住宅改造助成事業要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】
重度障害者（児）が住み慣れた地域で、自立し、安心して生活できるよう、日常生活の基盤と
なる住宅の改善を促進し、生活の利便性を図り、その福祉の増進に資する。

実施期間   （平成６年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 障がい者が住宅を改造する費用の一部または全部を助成する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 重度障害者住宅改造助成事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2520

2032 4

（直近）

0.0%

0.06 480 0.05 400 0.02 156 0.02 156 40.0%

0.06 480 0.05 400 0.02 156 0.02 156 40.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

31.2%

0.0%

- 

- 

35.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 1 1 0 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

国府の補助事業であり、現状維持。 国府の補助事業であり、現状維持。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

年間に１件程度ではあるが、ニーズがある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

助成件数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 513 445 156 181

その他財源

75

受益者負担　Ｂ

256

財

源

国・府支出金 51 55 0

  支  出  合  計　Ａ 564 500 156

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 84 100 0 100

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者自動車改造費助成事業

事業の対象 【誰（何）を】 重度の上肢・下肢・体幹機能の障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市自動車改造助成事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の日常生活及び社会生活を容易にし、自立を支援する。

実施期間   （平成２年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 障がい者が自動車改造に要した費用の一部を助成する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者自動車改造費助成事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

時 限時 限時 限時 限時 限時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2632

2032 5

（直近）

153.4%

0.09 720 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.09 720 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

138.5%

153.4%

- 

- 

129.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 156 156 175 180 180

（2） 件 1,174 1,145 1,784 1,800 1,800

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

府の補助制度が継続の間は、現状維持。 府の補助制度が継続の間は、現状維持。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

訪問看護の医療費を助成し、利用者の経済
的負担を軽減できる。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用延人数

利用件数

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 1,817 1,903 2,471 2,703

その他財源

1,923

受益者負担　Ｂ

4,626

財

源

国・府支出金 1,096 1,101 1,689

  支  出  合  計　Ａ 2,913 3,004 4,160

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,193 2,204 3,380 3,846

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

訪問看護利用料助成事業

事業の対象 【誰（何）を】
重度の身体障がい者（児）、重度の知的障がい者（児）、身障手帳を所持する中度の知的障
がい者（児）

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市重度障害者（児）訪問看護利用料助成事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】 訪問看護の利用を促進することにより、生活の質に配慮した在宅医療の推進を図る。

実施期間   （昭和５９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 訪問看護医療費の自己負担の一部を助成する

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 訪問看護利用料助成事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2683

2032 6

（直近）

112.1%

0.63 5,040 0.40 3,200 0.60 3,460 0.70 4,240 150.0%

0.63 5,040 0.40 3,200 0.40 3,120 0.50 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.20 340 0.20 340 - 

111.9%

121.0%

- 

- 

77.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 40 45 67 59 85

（2） 人 311 315 396 480 500

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく国庫負担金事業のため、現状維持。
障害者自立支援法に基づく国庫負担金事業のため、現
状維持。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用者実人員

利用者延人員

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 9,638 12,291 9,484 23,991

その他財源

59,145

受益者負担　Ｂ

83,136

財

源

国・府支出金 48,825 46,953 56,820

  支  出  合  計　Ａ 58,463 59,244 66,304

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 53,423 56,044 62,844 78,896

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

自立支援医療費給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 18歳以上の身体障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第５２条

事業の目的 【どのような結果を得るか】
身体障がい者に対し、その障がいを軽減し、自立と社会経済活動への参加を促進するととも
に経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （平成１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 指定医療機関において、障がいを軽減するために必要な医療費を給付する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 自立支援医療費給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2550

2032 7

（直近）

97.0%

0.04 320 0.05 400 0.05 390 0.05 390 100.0%

0.04 320 0.05 400 0.05 390 0.05 390 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.4%

- 

- 

- 

97.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 52 52 52 55 60

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

聴覚障がい者の緊急時対策のため、継続。 聴覚障がい者の緊急時対策のため、継続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

聴覚障がい者の緊急時対策が準備できてい
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

FAXの使用料であるため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

登録者数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 388 466 454 481

その他財源

受益者負担　Ｂ

481

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 388 466 454

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 68 66 64 91

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

聴覚障害者緊急連絡事業

事業の対象 【誰（何）を】 聴覚障がい者の世帯

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市聴覚障害者ミニファックス設置事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】
聴覚障がい者世帯が急病事故等発生時に、本人等が容易に救急車等の支援を求めること
ができる。

実施期間   （平成６年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 消防署にＦＡＸの設置

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 聴覚障害者緊急連絡事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2560

2032 8

（直近）

91.9%

0.11 880 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.11 880 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

94.4%

- 

- 

- 

94.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 82 82 82 82 85

（2） 回 1 1 1 1 1

（3） 回 151 147 160 150 170

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

診療協力費について見直し、新たな事業展開を検討。 診療協力費について見直し、新たな事業展開を検討。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障がい者の歯科診療の推進が図られてい
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

歯科診療登録者数

ブラッシング指導回数

歯科診療

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 1,912 1,808 1,706 1,656

その他財源

受益者負担　Ｂ

1,656

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 1,912 1,808 1,706

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,032 1,008 926 876

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者歯科診療事業

事業の対象 【誰（何）を】 障がい児(者)

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市障害者歯科診療事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の歯及び口腔の健康の増進を図る。

実施期間   （昭和５９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
障がい者が市内の歯科診療を受ける際、協力費を歯科医院に支払う。
市内施設利用者に対するブラッシング指導の実施。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者歯科診療事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2470

2032 9

（直近）

98.6%

0.70 3,770 0.90 5,400 0.80 5,020 0.80 5,020 88.9%

0.40 3,200 0.60 4,800 0.60 4,680 0.60 4,680 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.30 570 0.30 600 0.20 340 0.20 340 66.7%

98.3%

121.7%

- 

- 

87.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 589 571 603 720 -

（2） 円 170,426 177,720 166,765 179,884 -

（3） ％ 100 100 100 100 -

（4） ％ 100 100 100 100 -

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

　障害者医療事業

  （昭和49年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

　市広報誌にて制度の説明を掲載。

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

実施根拠

　障がい者福祉等の充実

福祉部　保険医療課

　身体障がい1・2級、療育重度、障害3級以下の療育中度の重複の方

玉手　邦至

施策名

47450

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

重度障害者の診療機会が多いことに考慮し、必要な医療が受けやすくなるよう図る。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

78,058

37405 45514 56479

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

一部自己負担額軽減措置を導入

　大阪府障害者医療費助成要領・池田市身体障害者及び知的障害者医療費の助成に関
する条例

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

(決算）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成18年度

　障害者医療事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

指
標
値

市独自制度の撤廃（入院時の食事代）

対象者

対象者

一人当たり年間給付額

申　　請

３　成果の達成状況

　昨年、国及び府において福祉医療制度の改革が検討され、国においては
一部改正がなされている。したがって、それに伴い持続可能な制度の構築
に向け、市民ニーズ、財政見直しなどを総合的に踏まえ昨年より引き続き検
討する。

現在、国及び府において福祉医療制度の抜本改革が検
討されている。したがって、継続可能な制度の構築に向
け、市民ニーズ、財政見直しなどを総合的に踏まえ検討
する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

　簡易な業務等を外部委託することにより、事
務効率上昇が見込める。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

108,880 110,740 109,141 129,517

112,650 116,140 114,161 134,537

78,73565,200 68,647

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2621

2033 1

（直近）

141.2%

0.71 5,680 0.50 4,000 0.22 1,608 0.32 1,888 44.0%

0.71 5,680 0.50 4,000 0.20 1,560 0.20 1,560 40.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.10 280 - 

0 0 0.02 48 0.02 48 - 

0 0 0 0 - 

138.8%

141.3%

- 

- 

132.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 161 207 246 513 550

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用実人数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 34,568 45,045 59,520 58,719

その他財源

170,490

受益者負担　Ｂ

229,209

財

源

国・府支出金 118,873 122,968 173,735

  支  出  合  計　Ａ 153,441 168,013 233,255

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 147,761 164,013 231,647 227,321

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

居宅介護支援給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 在宅の障がい者（児）

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第６条

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の居宅での自立生活を支援し、福祉の増進を図る。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 在宅の障がい者に、居宅での介護サービスを提供するとともに、その利用の調整等を行う。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 居宅介護支援給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2652

2033 2

（直近）

- 

0.09 720 0.09 720 0.05 390 0.00 0 55.6%

0.09 720 0.09 720 0.05 390 0 55.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

54.2%

- 

- 

- 

54.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 0 0 0

（2） 人 0 0 0

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

総合支援法の施行により、H25年度から障がい者の範囲に難病患者等が入
るため、障害福祉サービスの居宅介護サービスで対応。

総合支援法の施行により、H25年度から障がい者の範囲
に難病患者等が入るため、障害福祉サービスの居宅介
護サービスで対応。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

総合支援法の施行により、H25年度から難病
患者も障害福祉サービスの対象になるため。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

派遣回数

派遣時間

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 720 720 390 0

その他財源

受益者負担　Ｂ

0

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 720 720 390

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 0 0 0

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

難病患者等居宅介護事業

事業の対象 【誰（何）を】 難病患者等

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市難病患者等ホームヘルプサービス事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】 難病患者等とその家族の生活を支援し、福祉の増進を図る。

実施期間   （昭和２１年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 介護を要する難病患者等に対し、ホームヘルパーを派遣する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 難病患者等居宅介護事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2627

2033 3

（直近）

113.8%

0.81 6,480 0.20 1,600 0.22 1,608 0.32 1,888 110.0%

0.81 6,480 0.20 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.10 280 - 

0 0 0.02 48 0.02 48 - 

0 0 0 0 - 

113.6%

103.5%

- 

- 

125.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 283 290 281 277 300

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 地域生活支援給付事業

財務会計上の事業名 地域生活支援給付事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 地域で安全に安心して生活ができるよう、障がい者の自立を促す。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 地域生活において支援が必要な障がい者（児）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 身体障がい者のデイサービス、日中一時支援及び移動支援サービスを提供する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 102,388 116,343 132,341 130,267

  支  出  合  計　Ａ 108,868 117,943 133,949

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

132,155

財

源

国・府支出金 64,028 64,460 66,700 97,700

受益者負担　Ｂ

その他財源

34,455

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 44,840 53,483 67,249

単位

利用実人数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

地域生活支援事業の必須事業となっている。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

移動支援については、地域生活支援事業の必須事業であり、継続する。
移動支援については、地域生活支援事業の必須事業で
あり、継続する。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2510

2033 4

（直近）

24.6%

0.05 400 0.03 240 0.03 234 0.00 0 100.0%

0.05 400 0.03 240 0.03 234 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

56.7%

- 

- 

- 

56.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 13 10 9

（2） 食 2,105 1,691 413

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者給食宅配事業

財務会計上の事業名 障害者給食宅配事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 身体・知的障がい者(児)のいる世帯の日常生活の向上及び経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （平成８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 調理や買い物など食事の準備が困難な在宅の障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 障がい者世帯に給食を宅配する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市社会福祉協議会事業補助金等交付基準

事業内容の見直し 平成２４年度

※見直し内容を記入 平成２４年６月末で事業を廃止

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 379 305 75

  支  出  合  計　Ａ 779 545 309

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

0

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

0

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 779 545 309

単位

利用実人数

食数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

個別給付型のサービスの見直しにより、Ｈ２４
年６月末で廃止。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障がい福祉施策において、個別給付型サービスを見直し、親亡き後の自立
生活の環境整備にシフトする。

障がい福祉施策において、個別給付型サービスを見直
し、親亡き後の自立生活の環境整備にシフトする。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

社福）池田市社会福祉競技会への補助事
業。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2585

2033 5

（直近）

103.1%

0.05 400 0.03 240 0.04 312 0.10 780 133.3%

0.05 400 0.03 240 0.04 312 0.10 780 133.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

105.0%

94.0%

- 

- 

116.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 8 7 7 7 8

（2） 回 313 325 335 336 350

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

重度障がい者のいる世帯の介護の軽減のため、当分の間は継続が必要。
重度障がい者のいる世帯の介護の軽減のため、当分の
間は継続が必要。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

重度障がい者のいる世帯の介護の軽減のた
め。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

補助金給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用実人数

利用回数

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 1,528 1,606 1,874 1,570

その他財源

2,369

受益者負担　Ｂ

3,939

財

源

国・府支出金 1,814 1,689 1,587

  支  出  合  計　Ａ 3,342 3,295 3,461

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,942 3,055 3,149 3,159

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者移動入浴事業

事業の対象 【誰（何）を】 自力あるいは家族だけでは入浴が困難な在宅の重度の身体障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市社会福祉協議会事業補助金等交付基準

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者世帯の日常生活の向上及び経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （平成８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 在宅の重度障がい者宅へ移動入浴サービスを提供する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者移動入浴事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2590

2033 6

（直近）

22.5%

0.06 480 0.03 240 0.03 234 0.00 0 100.0%

0.06 480 0.03 240 0.03 234 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

53.2%

- 

- 

- 

53.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 43 33 26

（2） 件 438 347 78

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障がい福祉施策において、個別給付型サービスを見直し、親亡き後の自立
生活の環境整備にシフトする。

障がい福祉施策において、個別給付型サービスを見直
し、親亡き後の自立生活の環境整備にシフトする。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

個別給付型のサービスの見直しにより、Ｈ２４
年６月末で廃止。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

社福）池田市社会福祉競技会への補助事
業。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用実人数

件数

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 918 587 312 0

その他財源

受益者負担　Ｂ

0

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 918 587 312

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 438 347 78

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成２４年度

※見直し内容を記入 平成２４年６月末で事業を廃止

実施根拠

障害者紙おむつ給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 在宅で常時おむつを使用している重度障がい者（児）

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市社会福祉協議会事業補助金等交付基準

事業の目的 【どのような結果を得るか】 日常生活の向上及び経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （平成８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 身体・知的障害者（児）のいる世帯に紙おむつの給付をする。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者紙おむつ給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2580

2033 7

（直近）

83.6%

0.02 160 0.02 160 0.10 780 0.10 780 500.0%

0.02 160 0.02 160 0.10 780 0.10 780 500.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

126.8%

76.1%

- 

- 

176.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 18 18 13 10 15

（2） 回 189 218 189 180 200

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 手話通訳者派遣事業

財務会計上の事業名 手話通訳者派遣事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 社会参加を促進を図る。

実施期間   （平成８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 聴覚障がい者及び言語障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 聴覚障害者世帯に手話（要約筆記）通訳者を派遣する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,412 1,334 1,115 1,305

  支  出  合  計　Ａ 1,572 1,494 1,895

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

2,085

財

源

国・府支出金 870 737 561 979

受益者負担　Ｂ

その他財源

1,106

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 702 757 1,334

単位

利用実人数

派遣回数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

地域生活支援事業の必須事業。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

地域生活支援事業の必須事業ため、事業の継続。 地域生活支援事業の必須事業ため、事業の継続。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

社福）池田市社会福祉協議会へ委託。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2629

2033 8

（直近）

91.6%

3.86 8,710 3.90 9,400 3.90 8,550 0.40 2,040 100.0%

0.16人 1,280 0.20人 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.00人 2,300 1.00人 2,400 1.00 2,400 0.20 480 100.0%

2.70人 5,130 2.70人 5,400 2.70 4,590 0 100.0%

91.4%

135.6%

- 

97.5%

86.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 14,287 15,116 16,762 17,000 18,000

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者地域支援センター運営事業

財務会計上の事業名 障害者地域支援センター運営事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の地域生活を支援する。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 障がい者とその家族

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
障がい者とその家族に対し、総合的なサービス等を提供するための調整及び日常生活に関
する相談支援を行う。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 29,696 29,720 27,210 41,286

  支  出  合  計　Ａ 38,406 39,120 35,760

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

43,326

財

源

国・府支出金 8,177 3,318 4,500 15,240

受益者負担　Ｂ

その他財源 4,213 3,334 3,250 3,250

24,836

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 26,016 32,468 28,010

単位

相談件数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

地域生活支援事業の必須事業が含まれてい
る。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

地域生活支援事業の必須事業になっているため、継続。 地域生活支援事業の必須事業になっているため、継続。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

委託により、地域活動支援センター「咲笑」及
び地域生活支援センター「相談くすのき」を
設置

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2600

2033 9

（直近）

82.4%

0.37 2,655 0.50 3,400 0.60 3,460 0.50 2,680 120.0%

0.32 2,560 0.40 3,200 0.40 3,120 0.30 2,340 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.05 95 0.10 200 0.20 340 0.20 340 200.0%

83.9%

76.3%

- 

- 

94.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 158 193 147 181

（2） 件 818 993 1,101 1,059

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者補装具・日常生活用具給付事業

財務会計上の事業名 障害者補装具・日常生活用具給付事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 重度障がい者等の日常生活の質の向上を図る。

実施期間   （昭和２４年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 身体障害者手帳、療育手帳の所持者及び難病患者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 補装具及び日常生活用具を給付する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７６条・第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 31,435 38,712 31,891 40,899

  支  出  合  計　Ａ 34,090 42,112 35,351

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

43,579

財

源

国・府支出金 23,091 24,548 18,741 30,672

受益者負担　Ｂ

その他財源

12,907

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 10,999 17,564 16,610

単位

物品扶助（交付・修理）

日常生活用具

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担（補助）金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現物給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2696

2033 10

（直近）

113.5%

0.02 160 0.20 1,600 0.10 780 0.10 780 50.0%

0.02 160 0.20 1,600 0.10 780 0.10 780 50.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

60.1%

104.8%

- 

- 

55.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 1 0 1 1 2

（2） 人 1 1 2 2 4

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 成年後見制度事業

財務会計上の事業名 成年後見制度事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 判断能力が不充分なあるいは欠けた障害者の人権を擁護する。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 後見人の必要な障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
後見人の選任を申し立てるにあたり、４親等内に親族いない障がい者について市長が審判
開始へ申立てを行うとともに、後見人選任に関する費用を負担する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 320 342 388 666

  支  出  合  計　Ａ 480 1,942 1,168

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

1,446

財

源

国・府支出金 198 186 195 498

受益者負担　Ｂ

その他財源

948

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 282 1,756 973

単位

申立て件数

成年後見利用人数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障がい者の権利擁護の推進。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障がい者の虐待防止や成年後見制度の推進等による権利擁護の充実。
障がい者の虐待防止や成年後見制度の推進等による権
利擁護の充実。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

申立て費用等の現金給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2685

2033 11

（直近）

103.9%

0.13 1,040 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.13 1,040 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

101.2%

94.7%

- 

- 

104.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 407 369 496 500 500

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者地域相談事業

財務会計上の事業名 障害者地域相談事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 精神障害者の自立した日常生活及び社会生活を支援する。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 精神障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
社会福祉法人てしま福祉会精神障害者地域生活支援センタ－「咲笑」の専門職員が、週３
日障がい福祉課の窓口で相談支援を実施する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第７７条、池田市地域生活支援事業実施規則

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,115 1,064 1,106 1,332

  支  出  合  計　Ａ 2,155 1,864 1,886

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

2,112

財

源

国・府支出金 687 588 557 999

受益者負担　Ｂ

その他財源

1,113

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 1,468 1,276 1,329

単位

利用実人数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

窓口において精神保健福祉士による専門的
な対応が必要なため。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

急増する精神障がい者に対応できる窓口での相談支援体制の充実が必
要。

急増する精神障がい者に対応できる窓口での相談支援
体制の充実が必要。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

精神障害者地域活動支援センター「咲笑」に
委託。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2687

2033 12

（直近）

209.2%

0.75 2,950 1.25 4,200 1.00 2,310 1.00 2,310 80.0%

0.25 2,000 0.25 2,000 0.10 780 0.10 780 40.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.50 1,200 0 0 0.0%

0.50 950 0.50 1,000 0.90 1,530 0.90 1,530 180.0%

77.7%

277.4%

- 

- 

66.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 147 130 275 150 150

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害程度区分認定事務事業

財務会計上の事業名 障害程度区分認定事務事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 自立支援給付に係る障害程度区分の認定を受け、障害福祉サービス利用する。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
障がい者に対する介護給付の必要度を表す６段階の区分を決定するため、1０６項目の調
査を行い、審査会での総合的な判断を踏まえ障害程度区分を決定する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第2１条

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 863 726 1,519 829

  支  出  合  計　Ａ 3,813 4,926 3,829

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

3,139

財

源

国・府支出金 862 270 749 403

受益者負担　Ｂ

その他財源

2,736

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 2,951 4,656 3,080

単位

利用実人数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害福祉サービスの支給申請が増加傾向で
あり、障害程度区分の認定も増加している。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害福祉サービスの支給申請が増加傾向であり、委託による認定調査を推
進。

障害福祉サービスの支給申請が増加傾向であり、委託
による認定調査を推進。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

認定調査を委託。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2635

2034 2

（直近）

81.5%

0.13 1,040 0.05 400 0.10 780 0.10 780 200.0%

0.13人 1,040 0.05人 400 0.10 780 0.10 780 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

83.4%

0.0%

- 

100.0%

97.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ヶ所 5 5 6 6 6

（2） 人 70 114 71 70 70

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者支援施設運営補助事業

財務会計上の事業名 障害者支援施設運営補助事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】
一般企業等への就労が困難な障がい者に対し、福祉的就労の場を提供し、自立のための
生活訓練等を行う事業所の運営の安定化を図る。

実施期間   （昭和19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 在宅の知的障がい者・精神障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 事業所に対し、施設整備、重度加算、家賃、定員確保補助金を交付する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市障害者支援施設運営事業補助金交付要綱

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 47,887 24,042 19,603 17,887

  支  出  合  計　Ａ 48,927 24,442 20,383

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

18,667

財

源

国・府支出金 26,516 3,546

受益者負担　Ｂ

その他財源 240 240 240

18,427

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 22,411 20,656 20,143

単位

施設数

実利用者数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障がい者の日中活動の場の確保。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障がい者の日中活動の場を確保するため、重度加算、家賃補助及び定員
確保補助を継続。

障がい者の日中活動の場を確保するため、重度加算、
家賃補助及び定員補助を継続。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

補助金給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2622

2034 4

（直近）

144.2%

0.29 2,320 0.20 1,600 0.22 1,594 0.22 1,594 110.0%

0.29人 2,320 0.20人 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.02 34 0.02 34 - 

144.0%

144.2%

- 

- 

143.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 104 221 253 279 300

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用者実人員
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 49,657 94,179 135,112 139,156

その他財源

412,659

受益者負担　Ｂ

551,815

財

源

国・府支出金 167,432 277,738 400,552

  支  出  合  計　Ａ 217,089 371,917 535,664

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 214,769 370,317 534,070 550,221

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

施設介護支援給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 介護が必要な障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第６条

事業の目的 【どのような結果を得るか】 自立と社会活動への参加の促進するとともに、介護者の介護負担の軽減を図る。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 日中活動の場として施設での介護サービスを提供する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 施設介護支援給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3011

2034 4

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 0.42 3,276 0.65 4,230 - 

0 0 0.42 3,276 0.45 3,510 - 

0 0 0 0.20 720 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 440 1,000 1,200

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

障害児通所支援事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

施設介護支援給付事業

  （平成24年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

障がい児

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

24 年度

66,235

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）(決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

児童福祉法の改正により、障がい児支援の体系が利用形態により整備され、通所支援は、
①児童発達支援、②医療型児童発達支援、③放課後等デイサービス、④保育所等訪問支
援となった。

児童福祉法第21条の５の２

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

49,286 73,581

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

国・府支出金

00

25 年度

受益者負担　Ｂ

障害児通所施設での介護等の児童福祉サービス給付費及び医療費を給付する。通所給付
費等の支給決定と受給者証の交付を行い、指定障がい児通所施設へ通所することにより、
療育等の支援を行う。

障がい児とその家族の生活の安定と福祉の増進を図る。

正職員

任期付短時間勤務職員

延べ給付人数

(決算）

105,537

31,956

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

支給決定にかかるガイドラインの策定と平成
27年度までに受給者のサービス利用計画を
策定する。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

101,307

0 0 69,511

療育等の相談支援体制の整備を行い、子どもや保護者の状況、他の障が
い福祉サービスとの組み合わせ等による、より良いサービス提供をめざす。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

申請受付程度なら可能であるが、申請時に
聞き取り調査への対応が必要。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

単位

20,225

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2623

2034 5

（直近）

76.6%

0.19 1,520 0.20 1,600 0.22 1,594 0.22 1,594 110.0%

0.19人 1,520 0.20人 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.02 34 0.02 34 - 

76.8%

76.6%

- 

- 

77.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 203 214 217 220 230

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用者実人員
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 59,393 44,506 34,474 37,167

その他財源

106,710

受益者負担　Ｂ

143,877

財

源

国・府支出金 218,440 128,720 98,637

  支  出  合  計　Ａ 277,833 173,226 133,111

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 276,313 171,626 131,517 142,283

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

施設入所支援給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 介護が必要な障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第６条

事業の目的 【どのような結果を得るか】 介護者の介護負担を軽減すると共に、経済的負担の軽減を図る。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
施設入所により、介護サービスを提供するとともに、入所に係る食費等の必要経費に対し補
足給付を行う。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 施設入所支援給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2626

2034 6

（直近）

110.9%

0.38 3,040 0.20 1,600 0.22 1,594 0.22 1,594 110.0%

0.38人 3,040 0.20人 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.02 34 0.02 34 - 

110.7%

110.9%

- 

- 

110.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 51 55 55 61 65

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 共同生活支援給付事業

財務会計上の事業名 共同生活支援給付事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 障がい者の自立した生活を支援する。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 共同生活をする障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
障がい者が共同生活する住居において、相談等援助や食事や排泄等の介護サービスを提
供する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第６条

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 81,468 92,893 103,030 107,320

  支  出  合  計　Ａ 84,508 94,493 104,624

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

108,914

財

源

国・府支出金 60,912 69,669 77,272 80,490

受益者負担　Ｂ

その他財源

28,424

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 23,596 24,824 27,352

単位

利用者実人員

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2628

2034 7

（直近）

42.5%

0.13 1,040 0.10 800 0.10 780 0.00 0 100.0%

0.13人 1,040 0.10人 800 0.10 780 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

48.5%

42.8%

- 

- 

59.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 21 20 4

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援対策臨時特例基金事業の廃止のため、平成24年度をもっ
て、事業廃止。

障害者自立支援対策臨時特例基金事業が廃止になれ
ば、事業廃止。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援対策臨時特例基金事業、当
初H21年度～H23年度の３ヵ年事業でH24年
度まで延長されていた。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

事業所数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 3,971 2,473 1,477 0

その他財源

受益者負担　Ｂ

0

財

源

国・府支出金 6,599 4,888 2,090

  支  出  合  計　Ａ 10,570 7,361 3,567

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 9,530 6,561 2,787

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成24年度

※見直し内容を記入 対象事業を絞り1年間の期限延長

実施根拠

障害者施設運営安定化事業

事業の対象 【誰（何）を】 自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者自立支援対策臨時特例交付金交付要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】 自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所への移行時の運営の安定化を図る。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成21年度～平成24年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 移行に伴う介護報酬の減に対し、補助を行う。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 障害者施設運営安定化事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3015

2034 8

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 1.00 3,740 1.02 4,199 - 

0 0 0.30 2,340 0.35 2,730 - 

0 0 0 0.10 360 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.30 720 0.20 480 - 

0 0 0.40 680 0.37 629 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 0 500 1,000

（2） 回 0 10 24

（3） 回 1 3 3

（4）

選択の
理  由

単位

5,271

ゲーズ・ファインダーの活用

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

720

0 0 6,801

乳幼児期から成人期までの一貫した支援を提供できるシステムを構築すると
ともに、療育等の実施体制の整備を行う。また、大阪府の発達障がい児者総
合支援事業とも連携する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

今後想定している、Ikeda_sの電子化とネット
ワークでの運用時点ではアウトソーシングを
導入する。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

発達支援関係機関等の連携と、Ikeda_sの普
及・活用を中心とした池田市発達支援システ
ムの構築を継続する。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

Ikeda_sの普及・活用

発達支援システム検討委員会の開催

(決算）

4,919

25 年度

受益者負担　Ｂ

Ikeda_sの普及・活用による池田市発達支援システムの構築・運用を行うとともに、発達障が
いの早期発見支援を行う。

乳幼児期の早期発見から成人期まで、切れ目のない一貫した支援を提供する。

正職員

任期付短時間勤務職員

4,431

国・府支出金

00

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

1,530 488

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

発達支援関係機関での支援等に活用できるよう、池田市発達支援マニュアルを作成した。
また、池田市療育システム会議を発展的に改正し、池田市発達支援システム検討委員会と
した。

発達障害者支援法、池田市発達支援システム検討委員会実施要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）(決算）

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

※根拠となる法令の条項までを記入

  （平成24年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

障がい児者とその家族

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

24 年度

3,061

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

発達支援システム構築事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

障害児・者地域療育事業

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2624

2035 1

（直近）

125.9%

0.20 1,600 0.20 1,600 0.22 1,594 0.22 1,594 110.0%

0.20人 1,600 0.20人 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.02 34 0.02 34 - 

125.5%

125.9%

- 

- 

124.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 65 103 123 114 130

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継続。
障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事業のため継
続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障害者自立支援法に基づく、国庫負担金事
業。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

給付費の給付のため。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用実人数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 16,677 30,571 38,067 40,321

その他財源

116,178

受益者負担　Ｂ

156,499

財

源

国・府支出金 70,312 86,911 109,419

  支  出  合  計　Ａ 86,989 117,482 147,486

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 85,389 115,882 145,892 154,905

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

施設訓練給付事業

事業の対象 【誰（何）を】 就労訓練や生活訓練を必要とする障がい者

※根拠となる法令の条項までを記入 障害者総合支援法第６条

事業の目的 【どのような結果を得るか】
経済的自立を支援し、また、身体機能や生活能力の向上を支援し、自立した地域生活をめ
ざす。

実施期間   （昭和１８年度　～　） 　（平成21年度～平成24年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 施設において福祉就労や一般就労に向けた訓練及び日常生活訓練を実施する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名 施設訓練給付事業

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2643

2035

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 0.10 780 0.10 780 - 

0 0 0.10 780 0.10 780 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 0 6 8

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

ハローワークとの連携を強化し、普及啓発の促進を図る。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

普及啓発を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

現金給付であるため。

申請件数
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 0 0 780 3,900

その他財源

受益者負担　Ｂ

3,900

財

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 0 0 780

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 0 3,120

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

事業内容の見直し

※見直し内容を記入

実施根拠

障害者雇用奨励事業

事業の対象 【誰（何）を】 市内の障がい者を雇用した事業者

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市障がい者雇用奨励事業補助金交付要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】
積極的な障がい者の雇用の促進を図り、障がい者の雇用の場を確保することにより、その経
済的自立を支援する。

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成２４年度～平成２６年度）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 補助金を交付する。

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3013

2036 1

（直近）

140.0%

0.60 1,140 0.60 1,200 0.10 780 0.10 780 16.7%

0 0 0.10 780 0.10 780 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.60 1,140 0.60 1,200 0 0 0.0%

115.7%

- 

- 

- 

68.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 328 364 147 100 50

（2） 回、人 5回、303人 5回、313人 4回、399人 9回、500人 9回、500人

（3） 件 ― ― 0 500 1,000

（4）

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

発達障害児支援研究事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

障害者地域支援センター運営事業

  （平成21年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

発達障がい児者とその家族

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

実施期間

24 年度22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）(決算）

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

委託内容を専門的相談を中心とした内容から、発達支援システム構築を中心とした内容に
見直し。

発達障害者支援法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

1,750 2,500

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

780

国・府支出金

3,7003,640

受益者負担　Ｂ

大阪大学大学院連合小児発達学研究科へ発達支援システム構築にかかるコンサルテー
ションを委託

池田市発達支援システムの構築による、一貫した支援体制の構築。

25 年度

正職員

任期付短時間勤務職員

3,500

(決算）

3,280

2,500 2,500 2,500

3,640 3,700 4,280

平成24年度にIkeda_sを完成させることができ
た。Ikeda_sの活用を中心とした池田市発達支
援システムの運用に専門的な視点でのコンサ
ルが必要。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

専門相談（延べ）

Ikeda_sの普及・活用

発達支援システムの構築と運用等について、先進的な取り組みを含め、コン
サルテーションを引き続き委託する。

発達支援システムにかかる統一シート等の運用面を中心
としたコンサルテーション等を引き続き委託する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

研究機関にコンサルテーションを委託してい
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

単位

2,530

研修会等の実施（延べ）

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3009

2036 4

（直近）

78.6%

2.10 11,100 2.81 11,112 2.10 7,565 2.10 7,565 74.7%

1.10 8,800 0.85 6,800 0.50 3,900 0.50 3,900 58.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.00 2,300 0.98 2,352 1.35 3,240 1.35 3,240 137.8%

0 0.98 1,960 0.25 425 0.25 425 25.5%

69.1%

99.3%

- 

- 

47.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所、人 延63所、205人 延82所、297人 延90所、378人 延95所、400人 400人

（2） 回、人 ― 22回、6人 40回、11人40回、12人 50回、15人

（3） 回 4 3 5 3 4

（4）

選択の
理  由

1,113

11,760 12,281 8,484

単位

指
標
値

巡回相談

研修会等

グループ療育

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

児童発達支援センターや教育委員会の支援事業とも連携しながら、各ライ
フステージに応じた、一貫した支援体制を構築していく。

他機関との連携をとりながら、各事業の整理をしていく。ま
た、ライフステージを通じ、一貫した相談支援が継続でき
る体制を構築していく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

研修活動等については、事業所や研究機関
に委託することは可能。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

留守家庭児童会への巡回支援を本格化し、
支援の幅を広げる。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

受益者負担　Ｂ

3,406

巡回支援、発達相談、発達検査、研修会、グループ療育

就学前集団に属する子どもの発達環境を整える。支援者等のスキルアップを図る。

(決算）

8,678

660

国・府支出金

7,1697,643

(予算）

25 年度

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

24 年度

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

5,078 4,771

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

就学前集団に加えて、留守家庭児童会への巡回支援を開始。

発達障害者支援法、次世代育成支援対策推進法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

4117

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

919

(決算）

5112

1,169

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

3,907

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間

就学前児発達支援事業

  （平成22年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

就学前集団（公私立保育所、私立幼稚園）に属する、配慮を要する子どもとその保護者、支援者。留守家庭児童会指導員。

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

就学前児発達支援事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3012

2036

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 0.02 102 0.02 102 - 

0 0 0.01 78 0.01 78 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.01 24 0.01 24 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 25 35 35

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

221

0 0 411

単位

指
標
値

参加人数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

平成24年4月の児童福祉法の改正により、障がい児通所支援事業が整備さ
れつつあり、今後は通所給付として、保護者のニーズにあった通所施設を
利用していただくことを視野に入れて対応していく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

作業療法士等の専門職の指導体制があれ
ば、事業者でも可能。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

事業に対する満足度94％と高く、当面、3年
間の時限事業として実施する。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

受益者負担　Ｂ

102

夏休み期間中の毎週水曜日に、活動の場を提供する。機能訓練士の指導のもと、グループ
活動として、全身を使った運動遊びやゲーム等を楽しむ。

保護者の負担軽減と障害児間の交流の輪を広げる。

(決算）

323

国・府支出金

00

(予算）

25 年度

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

24 年度

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

309 221

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

池田市障害児タイムケア事業実施要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

309

(決算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

102

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成24年度～平成26年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

18歳未満の発達障がいのある子どもたち

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

障害児タイムケア事業

担当部課名

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部発達支援課

北浦　博

施策名

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3379

2036 2・3

（直近）

100.8%

1.17 9,360 1.39 11,120 0.70 5,460 1.60 12,480 50.4%

1.17 9,360 1.39 11,120 0.70 5,460 1.60 12,480 50.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

55.0%

107.9%

80.2%

- 

52.3%

145.8%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 134 140 163 165 120

（2） 人 2223 2431 2665 2700 2000

（3） 回 634 649 697 700 600

（4）

選択の
理  由

4.58

  （平成　19　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

機能訓練事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

障がい者福祉等の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

小児から老人までの市民で疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している人

通所及び学校等の施設に出向き、寝たきり・閉じこもり予防や心身の機能改善に効果が認
められる事業を実施。

心身機能の維持改善に必要な訓練・指導を行うことにより、寝たきり、閉じこもり等を予防す
るとともに日常生活の自立を援助し、介護予防等につなげる。

(予算）

412

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

13,689

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

416

331

10,004

449 512

316

6,137

288

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

健康増進法第１７条第１項

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

機能訓練事業

参加実人員

実施回数

参加延人員

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

今後、障がい児が増加すると考えられるため、事業としては子どもに対する
機能訓練の拡充を図っていくべきと考えている。

今後、障がい児が増加すると考えられるため、事業として
は子どもに対する機能訓練の拡充を図っていくべきと考
えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

小児の訓練・指導は発達障がい児等の増加
により、年々需要が増してきている。

自主事業の枠内で小児の機能訓練として各
小学校を巡回しているが、現在は全小学校を
巡回できていない状態である。また、同形態
の小児の機能訓練は民間では実施していな
い。

1,387 1,431 1,442 2,009

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

3.08 3.14 1.99

394

10,747 12,551 6,902 14,489

11,741

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2642

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 0.10 780 0.10 780 - 

0 0 0.10 780 0.10 780 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 7 7 7

（2） 件 75 80 100

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 福祉部障がい福祉課

第 １ 期実施計画の事業名 障害者相談員設置事業

財務会計上の事業名 障害者相談員設置事業

担当課長名 石黒　勝弘

１　事務事業の概要

施策名 障がい者福祉等の充実

事業の目的 【どのような結果を得るか】 相談支援の充実を図る。

実施期間   （平成２４年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業の対象 【誰（何）を】 身体障がい者、知的障がい者

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 身体障害者相談員、知的障害者相談員を設置する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市障害者相談員設置要綱

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 84 84

  支  出  合  計　Ａ 0 0 864

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

864

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

864

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源 0 0 864

単位

相談員数

相談件数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

障がい者の身近な相談窓口として重要であ
る。

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

広報誌等による相談員の周知の徹底。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

障がい者団体からの推薦により相談員を依
頼している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限


